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コ
ロ
ナ
禍
が
収
束
を
迎
え
、
デ
フ
レ

脱
却
・
構
造
転
換
に
向
け
日
本
経
済
が

動
き
始
め
る
状
況
下
で
、
与
党
が
決
定

し
た
２
０
２
４
年
度
税
制
改
正
大
綱
。

　

物
価
上
昇
を
上
回
る
賃
金
の
上
昇
の

実
現
を
最
優
先
課
題
と
し
、
女
性
活
躍

や
子
育
て
支
援
に
積
極
的
な
企
業
向
け

の
賃
上
げ
税
制
の
優
遇
枠
創
設
、
中
小

M
＆
A
税
制
の
拡
充
に
伴
う
成
長
・
雇

用
へ
の
後
押
し
な
ど
多
岐
に
わ
た
る
項

目
か
ら
、
中
小
企
業
に
関
連
す
る
重
要

ポ
イ
ン
ト
を
中
心
に
解
説
し
ま
す
。

説
し
ま
す
。

　

こ
の
改
正
は
、
こ
と
し
の
４
月
１
日

か
ら
２
０
２
７
年
３
月
31
日
ま
で
の
間

に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
つ
い
て
適
用

さ
れ
る
見
込
み
で
す
。

①　
中
小
企
業
向
け　

　

中
小
企
業
は
欠
損
法
人
（
所
得
金
額

が
マ
イ
ナ
ス
ま
た

は
０
と
な
る
法

人
）
も
多
く
、
税

制
措
置
の
イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
が
必
ず

し
も
効
か
な
い
構

造
と
な
っ
て
い
る

た
め
、
新
た
に
繰

越
控
除
制
度
が
創

設
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
雇
用
環

境
を
改
善
す
る
た

め
に
、
教
育
訓
練

費
の
上
乗
せ
要
件

が
緩
和
さ
れ
る
と

と
も
に
、
働
き
や

す
い
職
場
づ
く
り

へ
の
イ
ン
セ
ン
テ

ィ
ブ
と
し
て
、
子

育
て
と
仕
事
の
両

立
支
援
な
ど
に
積

極
的
な
企
業
に
対

す
る
控
除
率
の
上

乗
せ
措
置
が
講
じ

賃
上
げ
促
進
税
制
の

強
化

　

物
価
高
に
負
け
な
い
構
造
的
・
持
続

的
な
賃
上
げ
の
動
き
を
よ
り
多
く
の
国

民
に
拡
げ
、
効
果
を
深
め
る
た
め
、
賃

上
げ
促
進
税
制
が
強
化
さ
れ
ま
す
。

　

賃
上
げ
促
進
税
制
の
内
容
は
、
企
業

規
模
で
分
類
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
本
稿

で
は
中
小
企
業
（
資
本
金
１
億
円
以
下

の
法
人
等
）、
お
よ
び
新
設
さ
れ
た
「
中

堅
企
業
」
に
向
け
た
内
容
に
つ
い
て
解

ら
れ
ま
す
。

　

重
要
な
改
正
ポ
イ
ン
ト
は
、
以
下
の

と
お
り
で
す
（
図
表
１
）。

⃝�

控
除
率
の
上
乗
せ
措
置
を
見
直
す
こ

と
で
、
最
大
の
税
額
控
除
率
が
40
％

か
ら
45
％
へ
拡
大

⃝�

厚
生
労
働
省
が
実
施
す
る
、
く
る
み

2023年12月14日、「令和6年度税制改正大綱」が
公表されました。賃上げ促進税制や、中小企業事業
再編投資損失準備金制度の拡充など、中小企業に関
連するポイントを中心に解説します。

小笠原　崇光
税理士法人山田＆パートナーズ
パートナー

 「税制改正
大綱」の要点

項目 改正前 改正後
適用要件 適用年度の雇用者給与等支給額≧比較雇用者給与等支給額×101.5％

控
除
率

給与等の
増加割合

1.5％以上 15%
2.5％以上 30%

上乗せ加算

教育訓練費の増加割合が
10％以上

10％
加算

教育訓練費の増加割合が
5％以上かつ
教育訓練費が雇用者給与等
支給額の0.05％以上

10％
加算

－

以下のいずれかを満たす
⃝プラチナくるみん認定
⃝プラチナえるぼし認定
⃝くるみん認定
⃝えるぼし認定（2段階目以上）

5％
加算

最大控除率 40% 45%
控除限度額 適用年度の法人税額の20％を上限

控除限度
超過額の繰越し 繰越不可

5年間の繰越可
（繰越税額控除をする事業年度にお
いて、雇用者給与等支給額が前年度
の雇用者給与等支給額を超える場合）

図表１　中小企業向け賃上げ促進税制の主な改正ポイント

2024年度
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ん
認
定
（
子
育
て
サ
ポ
ー
ト
）、
え

る
ぼ
し
認
定
（
女
性
の
活
躍
推
進
）

に
、
税
制
上
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が

付
さ
れ
る

⃝�

赤
字
企
業
な
ど
当
期
の
税
額
か
ら
控

除
で
き
な
か
っ
た
額
は
、
５
年
間
の

繰
越
し
が
で
き
る

　

賃
上
げ
を
行
な
っ
た
場
合
、
そ
の
賃

２
）。

⃝�

青
色
申
告
法
人
で
資
本
金
１
億
円
超

の
大
企
業
の
う
ち
、
従
業
員
数
２
０

０
０
人
以
下
の
法
人
（
一
定
の
法
人

を
除
く
）
を
「
中
堅
企
業
」
と
定
義

し
、
中
堅
企
業
に
対
す
る
賃
上
げ
促

進
税
制
を
新
設

⃝�

原
則
の
税
額
控
除
率
を
15
％
か
ら

10
％
へ
引
き
下
げ
る
一
方
、
上
乗
せ

措
置
を
見
直
す
こ
と
で
、
税
額
控
除

率
を
最
大
30
％
か
ら
35
％
へ
拡
大

中
小
企
業
事
業
再
編
投
資
損
失

準
備
金
制
度
の
拡
充

　

成
長
意
欲
の
あ
る
中
堅
・
中
小
企
業

が
、
複
数
の
中
小
企
業
を
子
会
社
化

し
、
グ
ル
ー
プ
一
体
と
な
っ
て
成
長
し

て
い
く
こ
と
を
後
押
し
す
る
た
め
、
複

数
回
の
M
&
A
を
実
施
す
る
場
合
に

は
、
積
立
率
を
現
行
の
70
％
か
ら
最
大

１
０
０
％
に
拡
充
し
、
据
置
期
間
を
現

行
の
５
年
か
ら
10
年
に
延
長
す
る
新
た

な
制
度
が
拡
充
さ
れ
ま
す
（
以
下
、

「
新
制
度
」
と
し
ま
す
。
現
行
の
制
度

に
も
改
正
が
な
さ
れ
ま
す
が
、
紙
幅
の

都
合
で
割
愛
し
ま
す
）。

　

内
容
と
し
て
は
、
青
色
申
告
法
人
で

特
別
事
業
再
編
計
画
（
仮
称
）
の
認
定

を
受
け
た
認
定
特
別
事
業
再
編
事
業
者

（
仮
称
）
が
、
特
別
事
業
再
編
計
画
に

従
っ
て
他
の
法
人
の
株
式
等
の
取
得
を

上
げ
分
は
全
額
損
金
算
入
さ
れ
る
こ
と

か
ら
、
黒
字
企
業
を
前
提
と
し
た
場

合
、
約
30
％
分
の
税
負
担
が
軽
減
さ
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

加
え
て
、
賃
上
げ
促
進
税
制
の
適
用

に
よ
っ
て
最
大
45
％
が
税
額
控
除
さ
れ

る
こ
と
に
よ
り
、
賃
上
げ
分
の
約
75
％

に
つ
い
て
、
税
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
教
育
訓
練
費
の
上

乗
せ
措
置
に
、
教
育
訓
練
費

の
額
が
雇
用
者
給
与
等
支
給

額
の
０
・
05
％
以
上
と
い
う

要
件
が
付
さ
れ
る
た
め
、
教

育
訓
練
費
の
額
が
僅
少
な
場

合
に
は
、
増
加
割
合
の
要
件

を
満
た
し
て
い
て
も
上
乗
せ

措
置
は
適
用
さ
れ
な
い
た

め
、
留
意
が
必
要
で
す
。

②　
中
堅
企
業
向
け

　

地
域
に
お
け
る
賃
上
げ
と

経
済
の
好
循
環
の
担
い
手
と

し
て
期
待
さ
れ
る
「
中
堅
企

業
」
を
新
た
に
位
置
付
け
た

う
え
で
、
従
来
の
賃
上
げ
率

の
要
件
を
維
持
し
つ
つ
、
控

除
率
が
見
直
さ
れ
、
よ
り
高

い
賃
上
げ
を
行
な
い
や
す
い

環
境
が
整
備
さ
れ
ま
す
。

　

重
要
な
ポ
イ
ン
ト
は
、
以

下
の
と
お
り
で
す
（
図
表

し
、
か
つ
、
事
業
年
度
終
了
の
日
ま
で

引
き
続
き
有
し
て
い
る
場
合
（
株
式
等

の
取
得
価
額
が
１
０
０
億
円
を
超
え
る

金
額
な
ど
の
場
合
を
除
く
）
に
お
い

て
、
株
式
等
の
取
得
価
額
に
以
下
の
区

分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
の
割
合
を
乗
じ
た

金
額
以
下
の
金
額
を
積
み
立
て
た
と
き

は
、
積
立
額
を
そ
の
事
業
年
度
に
お
い

て
損
金
算
入
で
き
る
措
置
が
、
新
た
に

加
え
ら
れ
ま
す
。

①�　

そ
の
認
定
に
係
る
特
別
事
業
再
編

計
画
に
従
っ
て
最
初
に
取
得
を
し
た

株
式
等
＝
90
％

②�　

①
に
掲
げ
る
も
の
以
外
の
株
式
等

＝
１
０
０
％

　

新
制
度
に
よ
り
積
み
立
て
た
準
備
金

は
、
そ
の
株
式
等
の
全
部
ま
た
は
一
部

を
有
し
な
く
な
っ
た
場
合
、
そ
の
株
式

等
の
帳
簿
価
額
を
減
額
し
た
場
合
等
に

お
い
て
取
り
崩
す
ほ
か
、
そ
の
積
み
立

て
た
事
業
年
度
終
了
の
日
の
翌
日
か
ら

10
年
を
経
過
し
た
日
を
含
む
事
業
年
度

か
ら
５
年
間
で
そ
の
経
過
し
た
準
備
金

残
高
の
均
等
額
を
取
り
崩
し
て
、
益
金

算
入
し
ま
す
。

　

新
制
度
は
、
今
後
定
め
ら
れ
る
産
業

競
争
力
強
化
法
の
改
正
法
の
施
行
日
か

ら
２
０
２
７
年
３
月
31
日
ま
で
の
間

に
、
同
法
の
特
別
事
業
再
編
計
画
の
認

定
を
受
け
た
株
式
等
の
取
得
に
対
し
て

適
用
さ
れ
る
見
込
み
で
す
。

項目 改正前 改正後
法人区分 大企業 中堅企業（改正前の大企業から新たに定義）
適用要件 適用年度の雇用者給与等支給額≧比較雇用者給与等支給額×103％

控
除
率

給与等の
増加割合

3％以上 15% 10%
4％以上 25% 25%

上乗せ加算

教育訓練費の増加割合が
20％以上

5％
加算

教育訓練費の増加割合が
10％以上かつ
教育訓練費が雇用者給与等
支給額の0.05％以上

5％
加算

－

以下のいずれかを満たす
⃝プラチナくるみん認定
⃝プラチナえるぼし認定
⃝えるぼし認定（3段階目）

5％
加算

最大控除率 30% 35%
控除限度額 適用年度の法人税額の20％を上限、繰越不可

図表２　中堅企業向け賃上げ促進税制の主な改正ポイント
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戦
略
分
野
国
内
生
産
促
進
税
制
の

創
設

　

中
長
期
的
な
経
済
成
長
を
牽
引
す
る

戦
略
分
野
に
お
い
て
、
特
段
に
戦
略
的

な
長
期
投
資
が
必
要
不
可
欠
と
な
る
投

資
を
選
定
し
、
具
体
的
な
対
象
物
資

（
電
気
自
動
車
等
、
蓄
電
池
、
グ
リ
ー

ン
ケ
ミ
カ
ル
、
持
続
可
能
な
航
空
燃

料
、
半
導
体
な

ど
）
に
対
し

て
、
生
産
・
販

売
量
に
応
じ
て

減
税
を
行
な
う

措
置
が
創
設
さ

れ
ま
す
。

　

内
容
と
し
て

は
、
認
定
事
業

適
応
事
業
者
が

産
業
競
争
力
強

化
法
の
事
業
適

応
計
画
に
従
っ

て
一
定
の
機
械

そ
の
他
の
減
価

償
却
資
産
の
取

得
等
を
し
、
国

内
に
あ
る
事
業

の
用
に
供
し
た

場
合
、
対
象
期

間
（
産
業
競
争

力
強
化
法
の
事

業
適
応
計
画
の
認
定
の
日
以
後
10
年
以

内
）
の
日
を
含
む
各
事
業
年
度
に
お
い

て
、
一
定
額
の
税
額
控
除
が
で
き
る
こ

と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
所
得
の
金
額
が
前
期
の
所
得

の
金
額
を
超
え
る
一
定
の
事
業
年
度

で
、
か
つ
、
以
下
の
い
ず
れ
に
も
該
当

し
な
い
事
業
年
度
に
お
い
て
は
、
税
額

控
除
（
繰
越
税
額
控
除
制
度
を
除
く
）

を
適
用
で
き
な
い
と
さ
れ
て
い
る
た
め

留
意
が
必
要
で
す
。

①�　

適
用
年
度
の
継
続
雇
用
者
給
与
等

支
給
額≧

前
期
の
継
続
雇
用
者
給
与

等
支
給
額
×
１
０
１
％

②�　

国
内
設
備
投
資
額＞

減
価
償
却
費

の
40
％

交
際
費
等
の
損
金
不
算
入
制
度
の

延
長
・
拡
充

　

中
小
企
業
の
経
済
活
動
の
活
性
化

や
、
飲
食
料
費
に
係
る
デ
フ
レ
マ
イ
ン

ド
を
払
拭
す
る
観
点
か
ら
、
交
際
費
等

の
損
金
不
算
入
制
度
が
、
３
年
間
延
長

さ
れ
た
う
え
で
、
交
際
費
等
の
範
囲
か

ら
除
外
さ
れ
る
一
定
の
飲
食
費
に
係
る

金
額
基
準
に
つ
い
て
、
現
行
の
１
人
当

た
り
５
０
０
０
円
以
下
か
ら
１
万
円
以

下
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

　

注
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、

こ
の
引
上
げ
は
「
こ
と
し
４
月
１
日
以

後
」
に
支
出
す
る
飲
食
費
等
か
ら
適
用

さ
れ
る
と
い
う
点
で
す
。
た
と
え
ば
９

月
決
算
法
人
で
あ
れ
ば
、
２
０
２
４
年

９
月
期
に
お
い
て
、
同
期
３
月
末
ま
で

は
、
１
人
当
た
り
５
０
０
０
円
以
下
の

基
準
に
よ
り
判
定
を
行
な
い
、
同
期
４

月
以
降
は
１
人
当
た
り
１
万
円
以
下
の

基
準
に
よ
り
判
定
を
行
な
う
必
要
が
あ

り
ま
す
。
２
つ
の
基
準
が
混
在
す
る
こ

と
に
注
意
し
ま
し
ょ
う
。

　

ま
た
、
補
助
科
目
の
設
定
な
ど
の
会

計
シ
ス
テ
ム
の
見
直
し
や
経
費
精
算
ル

ー
ル
、
社
内
規
程
等
の
見
直
し
が
必
要

と
考
え
ら
れ
ま
す
。

法
人
版
事
業
承
継
税
制
の

特
例
措
置
の
延
長

　

法
人
版
事
業
承
継
税
制
は
、
２
０
２

７
年
12
月
末
ま
で
の
10
年
間
の
特
例
措

置
と
し
て
、
こ
と
し
３
月
末
ま
で
に
特

例
承
継
計
画
の
提
出
が
な
さ
れ
た
事
業

承
継
に
つ
い
て
抜
本
的
な
拡
充
が
さ
れ

て
い
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
の
長
期

化
や
物
価
高
騰
等
の
急
激
な
経
営
環
境

の
変
化
に
よ
り
、
事
業
承
継
の
検
討
が

遅
れ
て
い
る
た
め
、
特
例
承
継
計
画
の

提
出
期
限
が
２
年
間
（
２
０
２
６
年
３

月
末
ま
で
）
延
長
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
今
改
正
は
、
あ
く
ま
で
も
特

例
承
継
計
画
の
提
出
期
限
の
延
長
で
あ

り
、
適
用
期
限
（
２
０
２
７
年
12
月
31

日
）
は
、
今
後
も
延
長
さ
れ
な
い
見
込

み
で
す
。

　

本
制
度
の
適
用
を
受
け
る
可
能
性
が

あ
る
場
合
は
、
事
業
承
継
計
画
の
策
定

に
早
め
に
着
手
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い

と
思
わ
れ
ま
す
。

所
得
税
お
よ
び
個
人
住
民
税
の

定
額
減
税

　

賃
金
上
昇
が
物
価
高
に
追
い
付
い
て

い
な
い
国
民
の
負
担
を
緩
和
す
る
た

め
、
お
よ
び
デ
フ
レ
脱
却
の
た
め
の
一

時
的
な
措
置
と
し
て
、
２
０
２
４
年
分

の
所
得
税
お
よ
び
２
０
２
４
年
度
分
の

個
人
住
民
税
の
減
税
が
行
な
わ
れ
ま
す

（
図
表
３
）。

　

な
お
、
給
与
所
得
者
、
事
業
所
得
者

等
、
公
的
年
金
受
給
者
の
区
分
に
よ
り

減
税
の
実
施
方
法
が
異
な
る
た
め
注
意

が
必
要
で
す
。

　

こ
と
し
６
月
分
の
給
与
支
給
か
ら
特

別
控
除
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
源

泉
徴
収
義
務
者
に
あ
た
る
企
業
の
担
当

者
は
、
早
期
に
シ
ス
テ
ム
の
改
修
等
の

準
備
が
必
要
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
「
制
度
の
詳
細
を
で
き
る
限
り
早
急

に
公
表
し
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
等

の
広
報
活
動
を
開
始
す
る
こ
と
」
と
さ

れ
て
い
ま
す
の
で
、
今
後
、
公
表
さ
れ

る
情
報
に
注
視
し
て
お
く
必
要
が
あ
る

で
し
ょ
う
。　
　
　
　
　
　
　
　
　

お
が
さ
わ
ら
　
た
か
み
つ　

２
０
０
８
年
税
理
士
法
人
山
田
＆
パ
ー
ト
ナ
ー
ズ
入
所
。
大
手
金
融
機
関
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

部
門
へ
の
出
向
経
験
あ
り
。
企
業
オ
ー
ナ
ー
や
地
権
者
に
対
す
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
業
務
、
相
続
税
申
告
業
務
に
従
事
。

所得制限
⃝所得税は、2024年分の合計所得金額が1,805万円以下
⃝個人住民税は、2023年分の合計所得金額により判定
⃝給与所得の場合は、年収2,000万円以下が目安

特別控除の額
所得税 本人：3万円　

同一生計配偶者または扶養親族：１人につき３万円

個人住民税 本人：1万円　
控除対象配偶者または扶養親族：１人につき１万円

図表３　所得税および個人住民税の定額減税
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